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特別養護老人ホーム整備運営事業者募集要領 

（併設老人短期入所施設からの転換分） 

 

１ 募集の趣旨 

  この募集は、「広島市高齢者施策推進プラン（令和６年度（2024 年度）～令和８年度（2026 年度））」において

整備を計画している特別養護老人ホーム（以下、特養という）について、既存の特養に併設する老人短期入所施

設の特養への転換による整備運営事業者を選定するために行うものです。 

 

２ 募集概要 

⑴ 整備期間 

令和７年度～８年度 

期間内に入所定員増加の認可を受けること及び「特別養護老人ホーム事業変更届」を提出する

こと。介護保険法に基づく空床利用型短期入所生活介護の指定を受けていない場合は、期間内に

介護保険法に基づく指定を受けること。 

⑵ 整備総数 

２９床程度 

※既存特養の廃止や減床、令和７年度特別養護老人ホーム（増床）整備運営事業者募集の選定結

果等により、整備総数が前後する場合があります。 

⑶ 応募可能

な施設 

既存広域型特養に併設される老人短期入所施設 

※設置後１０年を経過していない施設についても応募は可能ですが、財産処分により補助金返還

等の手続が必要となる場合があります。 

⑷ 留意事項 

転換に際しては、地域における老人短期入所施設の利用需要に配慮してください。また、転換

後１０年間は転換した特養において空床利用型短期入所生活介護を運営し、地域における老人短

期入所施設の利用需要に可能な限り対応してください。 

 

３ 施設整備費に係る補助金の交付額 

  本募集における補助金の交付はありません。 

 

４ 応募方法等 

⑴ 質疑応答 

   以下のとおり募集要領に関する質問を受け付けます。 

ア 受付期限 令和７年８月２２日（金）午後５時１５分まで 

イ 受付場所 

広島市健康福祉局高齢福祉部介護保険課事業者指定係（広島市役所本庁舎２階） 

〒７３０－８５８６ 広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

ＴＥＬ：０８２－５０４－２７２１ ＦＡＸ： ０８２－５０４－２１３６ 

Ｅメール：kaigo@city.hiroshima.lg.jp 

ウ 提出書類 特別養護老人ホーム整備運営事業者募集要領等に対する質問書 

エ 提出方法 
電子メール、ＦＡＸ又は来課（要事前連絡）のいずれでも可 

（必要に応じて追加資料の提出や来課を依頼することがあります。 

オ 回答 

① 電子メールにより、原則として直接事業者へ行います。 

② なお、質問内容が募集要領に関するものである等、広く周知すべきと判断した場合

は、随時、広島市ホームページに掲載します。 
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⑵ 転換計画書提出について 

【一次提出】 

ア 受付期限 令和７年９月５日（金）午後５時１５分（厳守） 

イ 受付場所 ⑴に同じ。 

ウ 提出書類 

「転換計画書」、指定様式及び図面等 

※１ 様式内「提出書類一覧表」のとおり。 

※２ 「転換計画書」及び指定様式は、市ホームページからダウンロードしてください。 

○ 広島市ホームページのアドレス 

https://www.city.hiroshima.lg.jp/living/fukushikaigo/1014902/1025759/1025762/1042135.html  

ページ番号： 1042135 

エ 提出部数 

４部（正本１部・副本３部）※１※２及び電子データ 

※ 提出書類は原則Ａ４版（縦位置・横書き）に統一し、提出書類一覧表とともにＡ４

版フラットファイルにつづり、書類№のインデックスをつけてください。また、ファ

イルの表紙及び背表紙には、施設名と事業者名を明記してください。 

オ 提出方法 持参及び電子メール 

カ 審査及び

指摘 

① 提出された設置計画書について、書類審査を行います。 

② 書類審査の結果、「特別養護老人ホームの設備及び運営に関する基準（平成 11年 3

月 31日厚生省令第 46号）」に適合しない、など、適否判定上の疑義等について、提

出後１か月程度で確認の上、その旨の指摘を文書で行います。 

③ また、指摘事項のない場合にもその旨を連絡します。 

キ 留意事項 

① 設置計画書の作成、提出等に要する経費については、選定結果にかかわらず、本市

は一切負担しません。 

② また、提出された書類は、返却しません。 

③ 提出された設置計画書等は公文書となるため、広島市情報公開条例に基づき情報開

示を行うことがありますのであらかじめ御承知おきください。 

 

【二次提出】 

ア 受付期間 令和７年１０月１７日（金）午後５時１５分（厳守） 

イ 受付場所 一次提出と同じ 

ウ 提出部数 

４部（正本１部・副本３部） 

※１ 提出書類等については、一次提出と同じ。 

※２ 一次提出後に本市から指摘を受けた部分を修正して提出してください。 

エ 留意事項 

① 二次提出書類受理後、適否判定上「否」と判断される事項がある場合は、選定対象

としないので十分注意してください。 

② 二次提出後は提出書類の変更を認めません。 

 

https://www.city.hiroshima.lg.jp/living/fukushikaigo/1014902/1025759/1025762/1042135.html
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５ 整備運営事業者の選定方法等 

 ⑴ 整備運営事業者選定方法 

  ア 適否判定 

二次提出書類を受理後、「特別養護老人ホーム整備運営事業者選定基準（併設老人短期入所施設からの転換

分）」の適否判定基準（Ｐ４）に基づき審査を行います。 

適否判定で「否」と判定された応募者は、整備運営事業者選定の対象外となります。 

 

イ 整備運営事業者の選定 

    整備総数を超えない範囲で、下表①～⑤の順に基づき、優先順位の高い事業者から順に選定します。 

なお、次点以下の事業者に割り当てられる転換枠が事業者の希望転換数に満たない場合は、申請時の意向

に応じ、個室単位・多床室単位での選定を行います。 

優先順位 内  容 

① 
転換するショートステイ及び本体施設が令和９年３月末までに設置後１０年を経過する施

設の事業者 

② 
転換する居室の形態が個室またはプライバシー化された多床室（Ｐ５のＢ～Ｅタイプ）で

ある施設の事業者 

③  転換後に併設ショートステイを１０床以上維持する施設の事業者 

④ 転換数がより多い施設の事業者 

⑤ 令和６年度における特養の稼働率がより高い施設の事業者 

 

⑵ 選定結果の通知及び公表 

   応募者に対し、選定結果を通知します。また、応募者名及び選定結果並びに選定した整備運営事業者の転換

計画書の概要を広島市ホームページに掲載します。 

なお、整備運営事業者に選定された事業者は、原則として辞退できません。ただし、法人の解散など、本市

がやむを得ないものと認めた場合は、この限りではありません。 

   今回の選定結果は、適否判定の結果にかかわらず、次回以降の選定への影響はありません。 
 

⑶ 追加選定 

第９期広島市高齢者施策推進プラン期間中（令和８年度（2026年度）末まで）に、辞退や既存特養の廃止が

あった場合など、必要に応じ、次点以下の事業者を選定することがあります。 

 

６ 特別養護老人ホーム整備スケジュール（例）について 

  Ｐ６のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○ 問合せ先 

広島市健康福祉局高齢福祉部介護保険課事業者指定係 

担当：久保田、中原 

〒７３０－８５８６ 

広島市中区国泰寺町一丁目６番３４号 

ＴＥＬ  ０８２－５０４－２７２１  

ＦＡＸ  ０８２－５０４－２１３６ 

Ｅメール kaigo@city.hiroshima.lg.jp 
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特別養護老人ホーム整備運営事業者選定基準 

（併設老人短期入所施設からの転換分） 
 

１ 適否判定基準 

 ⑴ 整備運営主体（応募者）に係るもの 

既
存
の
社
会
福
祉
法
人 

① 適正な運営を行っていること。 

【具体例】 

・ 法人・施設運営に関し、直近の指導監査において文書指摘事項がある場合は、それが改善されていること。 

・ 転換整備を行うにふさわしくない法令違反や社会的問題を起こしていないこと。 

② 役員が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）に規定する

暴力団、広島市暴力団排除条例（平成２４年広島市条例第１４号）に規定する暴力団員等又は暴力

団密接関係者に該当しないこと。 

③ 広島市社会福祉法人等サービス利用者負担軽減費用助成要綱に基づき、低所得者の利用者負担軽

減を図ることとしていること。 

【注意事項】 

※１ 暴力団密接関係者とは、次のいずれかに該当する者をいいます。 

ア その行うべき事業の経営若しくは運営を暴力団若しくは暴力団員等（暴力団員及び県公安委員会公表者

をいう。以下同じ。）に行わせ、経営上若しくは運営上の重要事項の決定に暴力団若しくは暴力団員等を

関与させ、又は暴力団員等を役員若しくは店舗、工場その他の事業所を代表する使用人としている事業者 

イ 暴力団が勢力を誇示するために行う活動若しくは暴力団に特有の行事に参加し、又はこれらの活動若し

くは行事の開催を支援するなど、積極的に暴力団の維持若しくは運営に協力し、又は関与することとなる

行為をしている者（事業者を含む） 

ウ 暴力団員とゴルフ、飲食（生活上必要な日常の食事を除く。）、旅行その他の遊興をしばしば共にし、

又は暴力団若しくは暴力団員と社会通念上形式的又は儀礼的なものと認められる限度を超えた贈答を行う

など、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者（事業者を含む） 

エ 情を知って、上記１から３までの者を利用している者（事業者を含む） 

オ 情を知って、上記１から３までの者に資金等を供給し、又は便宜を供与している者（事業者を含む） 

※２ 転換計画書の内容について、暴力団排除のため、関係する官公庁へ照会する場合があります。 

 

⑵ 転換計画に係るもの 

ア 整備年度 

   令和８年度末までに入所定員増加の認可を受けること及び「特別養護老人ホーム事業変更届」を提出する

こと。空床利用型短期入所生活介護の指定を受けていない場合は、令和８年度末までに介護保険法に基づく

指定を受けること。 

 

イ 施設整備 

（ア） 併設老人短期入所施設が有する居室の用途変更により、特別養護老人ホームの定員数を増加させる

事業であること。 

（イ） その他関係法令等に適合していること。 

 

  ウ 老人短期入所施設の利用需要への対応 

    転換に際しては、地域における老人短期入所施設の利用需要に配慮すること。転換後１０年間は、転換し

た特養において空床利用型短期入所生活介護を運営し、地域における老人短期入所施設の利用需要に可能な

限り対応すること。 
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参考 

居室類型（多床室を整備する場合） 

 

Ａ～Ｅタイプの多床室のうち、Ｂ～Ｅタイプであれば、プライバシーに配慮した多床室として認める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ＡタイプからＥタイプの居室類型の引用は、社会保障審議会 介護給付費分科会（H26.10.29） 

「介護福祉施設サービスの報酬・基準について（案)」より抜粋 
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特別養護老人ホーム整備スケジュール（例） 

年度 時 期 内   容 

令
和
７
年
度 

令和７年８月上旬 募集開始 

９月５日 
設置計画書受付（一次提出）期限【法人→市】 

（設置計画書に係る書類審査） 

（提出後1か月程度） 指摘事項の通知【市→法人】 

10月17日 設置計画書受付（二次提出）期限【法人→市】 

12月下旬 整備運営事業者選定結果の通知【市→法人】 

令和８年１月 施設定員増認可申請【法人→市】 

２月 施設定員増認可【市→法人】 

３月 
介護保険施設変更届【法人→市】 

事業開始 

※ このスケジュールは、令和８年３月事業開始予定事業者の例です。 


